
締切日：　10 月 22 日（金）　
宛　先：　滋賀大学産学公連携推進課　担当：箭野 ( やの )　TEL：0749-27-1116

＊但し、先着順で定員（25 名）になり次第締め切ります。

成績は、出席（７割以上を評価）、最終レポート、授業への参画で評価します。一定程度以上の成績を得たものについては、
修了証書を発行します。

2021 年 10 月 29 日（金）　「議会制民主主義のあり方を改めて考える」提中 富和  氏    
2021 年 11 月 26 日（金）　「二元代表制と議会の役割」ゲストスピーカー：立命館大学法学部特任教授　駒林 良則  氏
2021 年 12 月 17 日（金）　「首長経験者が議員の立場から見る二元代表制」
　　　　　　　　　　　　ゲストスピーカー：滋賀県議会議員・元高島市長　海東 英和  氏
2022 年１月 28 日（金）　「議会制民主主義の本音と建前」
　　　　　　　　　　　　ゲストスピーカー：大津市議会局長・早稲田大学マニフェスト研究所招聘研究員　清水 克士  氏　
2022 年２月 25 日（金）　「第二議会構想について」ゲストスピーカー：京都市職員　岡田 博史  氏
2022 年３月 18 日（金）　「みんなで考えよう『議会制民主主義のあり方』」進行：提中 富和  氏

＊日程は変更する可能性があります。

　昨今の一部外国における専制的な政治が横行しているのを見るにつけ、民主主義の国家の国民であったことに安堵する
日々です。民主主義の根幹が住民や国民の代表者で構成する「議会」にあることを、改めて考えさせられる出来事でもあり
ます。
　国民主権を人類普遍の原理とし、三権分立を国家 ( 政府 ) の基本構造とする、日本国憲法は、国会を国権の最高機関と位
置づけています。国会こそが主権者国民を代表する民主主義の装置であるからです。国会には、公共政策を国民の意思の合
致として法律の形にまとめて決定する ( 立法する ) ことができる権能があります。行政府は、「法律による行政の原理」に則っ
て、その法律を法律の定めるところに従って執行する立場です。立法府である国会が行政府よりも優位に立って民主的統制
を及ぼす関係にあります。これが、日本国憲法が描く「議会制民主主義」の形です。このことは、二元代表制の自治体の議
会と首長の関係にも、基本的にあてはまることです。
　ところが、「憲法変われど行政変わらず」の言葉が表しているように、今日に至っても、君主主権の明治憲法下で成立し
ていた「行政府の優位」のしきたりが、なお存続しているかのような運営がなされることがあります。特に自治体では、議
会の権能を縮減的に考える傾向が根強く、自治体職員の間では、住民の行政サービスを受ける権利に関わることであり議会
が条例で定めることが適切なことであっても、行政権の内規である要綱の定めで済ませることが普通のこととして行われて
います。
　ここには、多様な利害を有する住民の間の利害調整を行って政策や条例としてまとめ上げることができるのは、その多様
な利害を代表する多数の議員が意見をぶつけ合って合致点としての全体最適を導き出すことのできる議会でしか成し得ない
ことが、忘れられているようです。議会の側にあっても、多数決を優先し、より多様な住民意思を取り込んで全体最適を導
き出すという視点に欠けるような運営も見受けられます。
　2021 年度後期のイブニングスクールでは、こうしたことを踏まえ、主権者の一員として、議会制民主主義について改め
て考える機会を提供しようとするものです。なお、新型コロナウイルス感染症対策に万全を図るとともに、オンライン
（Zoom）での参加も可能とします。感染拡大の状況によっては、完全オンライン形式で開催します。

2014 年３月大津市役所定年退職。在職中から、自治体政策法務の浸透・発展をライフワークとし、自治体職員研修に精励す
るとともに、自治体職員だけでなく研究者や法曹を交えた研究会活動を主導し、全国自治体の法務能力向上のために尽力し
ている。主な著書として、『自治体法務の最前線－現場からはじめる分権自治－』（イマジン出版）、『政策法務事典』（ぎょう
せい）、『自治体職員のための政策法務入門〔第１巻・総務課の巻〕―自治基本条例をつくることになったけれど―』（第一法
規）など多数。

＊受講許可後、請求書を送付します。後日指定する期限内に納付をお願いします。




